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稚内市浜勇知展望休憩施設の指定管理者に関する要項 

 

１ 募集の趣旨  

地方自治法が一部改正され、「公の施設」の管理運営において、民間の能力を活

用することにより、多様化する住民ニーズに効果的、効率的に対応し、住民サービ

スの向上、経費の節減等を図ることを目的とするため、指定管理者制度が導入され

ました。 

従来は、公共的団体又は一定の要件を満たす市の出資団体等に限り管理業務を委

託できるとしていたものを、法人その他の団体で市が指定するものであれば、議会

の議決を得て、「公の施設」の管理を行う指定管理者となることができます。 

稚内市では、稚内市浜勇知展望休憩施設（以下「浜勇知展望休憩施設」という。）

の管理運営業務を効果的かつ効率的に行うため、地方自治法（昭和 22年法律第 67

号）第 244条の２第３項及び稚内市浜勇知展望休憩施設条例（昭和 63年稚内市条

例第 19号。以下「条例」という。）第８条の規定に基づき、施設の管理運営に関す

る業務について指定管理者制度を導入します。 

 

２ 施設の概要 

（１）所在地   稚内市大字抜海村字ユーチ 

（２）施設の設置目的 

浜勇知周辺の恵まれた自然環境と景観を利用者に供するための施設 

（３）設置条例 

稚内市浜勇知展望休憩施設条例（昭和 63年稚内市条例第 19号） 

（４）施設等の概要 

敷地面積   461.25㎡ 

構  造   鉄筋コンクリート 平屋建て 

延床面積   110.25 ㎡ 

開館年月日    平成元年 5月 1日 

施設概要   休憩室、景観テラス、展示コーナー、トイレ 

併設施設   駐車場 

 

３ 指定管理者が行う業務 

指定管理者は、浜勇知展望休憩施設の下記の業務を行うこととし、その業務の詳

細については、別紙「稚内市浜勇知展望休憩施設業務仕様書」のとおりとします。 

（１）施設の運営に関する業務 

① 施設の開閉に関すること 

② 施設の維持管理に関すること 

③ 施設の清掃に関すること 

④ 夜間のトイレ見回りに関すること 

⑤ 利用の停止に関すること 
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⑥ 軽微な修繕業務に関すること 

（２）その他の業務 

① 事業計画書及び収支予算書の作成 

② 業務報告書の作成 

③ 管理実績報告書の作成 

④ 市等関係機関との連絡調整 

⑤ 自己評価の実施 

⑥ その他日常業務の調整 

 

４ 指定管理業務に関する経費 

（１）管理に要する経費 

指定管理料については、これまでの実績をもとにして、一定の基準額を設定して

います。この基準額を上回る提案をすることはできません。 

指定管理料の基準額は、年額 2,742,000円（税抜）に、消費税及び地方消費税

の税率を乗じ、次のとおりとします。 

令和６年度（10％） 3,016,200円 

令和７年度（ 〃 ） 3,016,200円 

令和８年度（ 〃 ） 3,016,200円 

令和９年度（ 〃 ） 3,016,200円 

令和 10年度（ 〃 ） 3,016,200円 

最終的な指定管理料については、指定管理者が応募に際し収支見積書で提案のあ

った管理運営経費の額を基に稚内市と指定管理者が締結する協定書により決定し

ます。 

なお、指定管理業務に関する会計年度は、地方自治法第 208条第 1項の規定を準

用し、４月１日から翌年３月 31日までとします。 

（２）経費の支払い 

   会計年度を基準として支払います。なお、支払時期や支払い方法は、別途締結す

る協定書にて定めます。 

（３）市が支払う指定管理料に含まれるもの 

   ・人件費 

   ・物件費 

   ・諸経費 

   （消耗品費、燃料費、光熱水費、修繕費、役務費、借上料、委託に要する経費等） 

（４）修繕費の取扱い 

   修繕は指定管理料の範囲内で指定管理者の負担において行うこと。市と指定管理

者のリスク分担は、別表のとおりとします。 

（５）管理口座及び区分経理 

   ①指定管理者名名義で指定管理業務専用の口座を開設し、指定管理料の収入およ

び支出を管理してください。 
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②指定管理者は、浜勇知展望休憩施設維持管理にかかる経費とその他の業務（団

体等の固有業務）にかかる経費を区分して管理してください。 

（６）指定管理料の精算 

   協定により定めた指定管理料は、維持管理業務を行うために要した経費及びその

他収入に増減があっても原則として変更しません。 

 

５ 指定管理期間 

   令和６年４月１日から令和 11年３月 31日まで（５年間） 

 

６ 管理の基準  

（１）開館期間及び利用時間 

①開館期間 ４月 29日から 11月３日まで 

②利用時間 原則として午前９時から午後５時まで 

※指定管理者は、必要があると認めるときは、市長の承認を得て、開館期間以外

の日に開館することや、利用時間を臨時に変更することができます。 

指定管理者は、開館期間及び利用時間についても、新たな視点から柔軟に検討

し、変更の提案をしていただくことが可能です。 

・提案の条件 

ア 施設の設置目的を効果的に達成するためのものであること。 

イ 市民サービスの向上に寄与するものであること。 

ウ 市が提示する管理経費の範囲内で業務を実施できること。 

（２）業務の一括委託の禁止 

指定管理者は、本業務を一括して第三者に委託し、又は請け負わせることはでき

ません。ただし、稚内市の承認を受けた場合に限り、本件業務の一部を第三者に再

委託し、又は請け負わせることができます。 

（３）関係法令の遵守 

業務の遂行にあたっては、次の関連する法令等を遵守することとします。 

①地方自治法（昭和 22年法律第 67号） 

②自然公園法（昭和 32年法律第 161号） 

③稚内市浜勇知展望休憩施設条例（昭和 63年条例第 19号） 

④稚内市浜勇知展望休憩施設条例施行規則（平成元年規則第 10号） 

⑤稚内市浜勇知展望休憩施設に関して稚内市が定める要綱・要領等 

⑥その他の関係法令 

（４）個人情報の取り扱い 

指定管理者が指定管理業務を行うにあたり、個人情報を取り扱う場合は、その取

り扱いに十分留意し、漏えい、滅失及び毀損の防止その他の個人情報の適切な管理

に努め、個人情報を保護するために必要な措置を講じていただきます。 

個人情報の漏えい等の行為には、個人情報の保護に関する法律（平成 15年法律

第 57号）に基づく罰則が適用される場合があります。 
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（５）情報公開 

指定管理者は、稚内市情報公開条例（平成 12 年稚内市条例第 47号）に基づき、

市を通じて、指定管理業務の実施に当たって保有する文書の閲覧等の請求があった

ときは、速やかに応じなければなりません。 

（６）文書の管理保存 

   指定管理者が指定管理業務に伴い作成し、又は受領する文書等は、市の文書事務

に関する諸規定に基づいて、適正に管理・保存することとします。また、指定期間

終了時に市の指示に従っていただきます。 

（７）守秘義務 

   指定管理者は、指定管理業務を行うにあたり、業務上知り得た内容を第三者に漏

らしたり、自己の利益のために使用することはできません。指定期間が満了し、若

しくは指定を取り消され、又は従事者の職務を退いた後においても同様とします。 

（８）事業計画書及び収支計画書の提出 

毎年度に市が指定する期日までに、次年度の事業計画書及び収支計画書について、

市と調整を図った上で作成し、提出していただきます。 

（９）自己評価及び実績評価に関する事項 

   稚内市は、指定期間中に実施調査及び実績評価等を実施します。 

①業務報告書の提出 

    指定管理者は業務報告書（月次、年間、業務日誌等）を作成してください。 

    業務報告書に記載する内容および書式等は、稚内市と指定管理者で協議の上、

定めます。 

②モニタリングの実施 

指定管理者は、定期的に浜勇知展望休憩施設の利用者からの意見や満足度等を

聴取する利用者モニタリングを行うこととします。なお、実施時期や項目につい

ては、稚内市と協議の上、定めるものとします。 

また、稚内市は、指定管理者の業務の遂行状況を確認するため、必要に応じて

モニタリングを行います。 

③自己評価の実施 

指定管理者は、利用者モニタリングの結果及び利用実績の分析により、施設管

理実績の評価を行い、稚内市に提出します。なお、実施時期や項目および書式は、

稚内市と指定管理者で協議のうえ、定めるものとします。 

④稚内市による実績評価 

事業報告書の検査により、指定管理者が業務の基準を満たしていないことが明

らかな場合には、市は指定管理者に対して業務の改善勧告を行います。改善が見

られない場合は指定を取り消すことがあります。 

（10）帳簿書類等の提出要求 

監査委員等が市の事務を監査するために必要があると認める場合、指定管理者に

対して帳簿書類その他記録の提出を求めることがあります。 
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７ 事業の継続が困難となった場合の措置に関する事項 

（１）指定管理者の責に帰すべき事由により事業の継続が困難となった場合は、市は指

定の取り消しができます。この場合、市に生じた損害は指定管理者が賠償するもの

とします。なお、その場合は次期指定管理者が円滑、かつ、支障なく浜勇知展望休

憩施設の管理運営業務を遂行できるよう、引継ぎを行わなければなりません。 

（２）災害、その他の不可抗力等、市及び指定管理者双方の責めに帰することができな

い事由による場合は、業務の継続の可否について協議するものとします。一定期間

内に当該協議が整わない場合、それぞれ事前に書面で通知することにより、協定を

解除できるものとします。 

 

８ 市と指定管理者のリスク分担 

 市と指定管理者のリスク分担は、別表のとおりとします。ただし、別表に定める

事で疑義がある場合、又は別表に定めのないリスクが生じた場合は、市と指定管理

者が協議のうえリスク分担を決定します。 

 

９ 管理責任者の指定 

 指定管理業務について総括的な責任を持ち、利用者や外部に対して浜勇知展望休

憩施設を代表する管理責任者（館長に相当する職）を指定していただきます。 

 

10 資格要件 

（１）募集開始日現在において、稚内市内に事務所活動の拠点を１年以上有する法人そ

の他の団体であること。 

（２）次の事項に該当する者は指定管理者の申請をすることができません。 

①法律行為を行う能力を有しない者。 

   ②破産者で復権を得ない者。 

   ③地方自治法施行令（昭和 22年政令第 16条）第 167条の４第２項（同項を準用

する場合を含む。）の規定により、市における一般競争入札等の参加を制限され

ている者。 

④自治法第 244条の２第 11項に規定する指定の取消しを受けたことがある者。 

⑤会社更生法（平成 14年法律第 154号）、民事再生法（平成 11年法律第 225号）

等の規定に基づき更生又は再生手続きを行ったことがある者。 

⑥稚内市における指定管理者の指定の手続きにおいて、公正な手続きを妨げた者、

又は公正な価格の成立を害し、若しくは不正の利益を得るために連合した者。 

⑦国税、道税、市町村税、固定資産税、消費税及び地方消費税を滞納している者。 

⑧暴力団による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77号）第２

条第２号に規定する暴力団員若しくは役員が暴力団等の構成員であるもの。 

＊上記⑧については、稚内市が指定管理者指定申請書の提出を受けた法人等の状

況について、必要に応じ関係団体に確認することがあります。 
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11 公募期間 

  令和５年 10月 11日（水）から 令和５年 11月 10日（金） 

 

12 申請について 

（１）申請書類等の配布期間 

令和５年 10月 11日（水）から 令和５年 11月 2日（木） 

午前９時から午後５時まで  ただし、土・日曜日・祝祭日は除く 

配付場所：稚内市建設産業部観光交流課 

   ＊郵送は致しませんので、必ず配付場所に取りに来ていただきます。 

（２）説明会の開催 

公募に関する説明会を次のとおり開催します。説明会においては、稚内市浜勇知

展望休憩施設業務内容や指定管理料の積算等に関する説明を行います。 

配布の説明会参加申込書を 10月 25日（水）午後５時までに稚内市建設産業部観

光交流課まで提出してください。（電話・郵送は不可） 

  日  時 令和５年 10月 26日（木）午後２時～３時 

  場  所 稚内市役所 3階 第一会議室 

  参加人数 １団体当たり２名以内とします。 

※当日は、この募集要項、仕様書及び添付書類、市から渡した様式一式を持参して

ください。 

（３）質問の受け付け 

   募集要項等に関する質問を次のとおり受付けます。 

①受付期間  

令和５年 10月 11日（水）から令和５年 11月 2日（木）まで 

午前９時から午後５時まで  ただし、土・日曜日・祝祭日は除く 

   ②質問方法  

質問書（規定用紙）に記入のうえファックス、メール、又は直接建設産業部観

光交流課まで持参ください。 

電話による質問にはお答えできませんのでご注意願います。 

（４）募集要項に関する質問の回答 

質問に関する回答は、令和５年 11月 7日（火）までに申請者へファックス、メ

ール又は郵送により回答いたします。また、市のホームページでも公表 いたしま

す。なお、回答が遅れる場合は別途連絡いたします。 

（５）申請書類の提出期限 

令和５年 11月 10日（金）午後５時（厳守）までに、稚内市建設産業部観光交流

課まで持参し、提出してください。 

 

13 申請のための提出書類 

（１）申請書類 

①指定管理者指定申請書【別記１号様式（第３条関係）】 
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②指定管理者申請に関する宣誓書【様式１】 

③法人・団体概要書及び法人・団体確認書（役員名簿、経営状況等）【様式２】 

④施設の実績関係書（本施設と同様施設の実績）【様式３】 

⑤施設の運営・維持管理計画書及び収支見積書関係書類【様式４ ①～⑩】 

⑥常駐者資格証明書類等について【様式５】 

⑦グループ応募構成書【様式６】※グループ募集を認める場合 

 

【記載要領】 

Ⅰ. 指定管理者申請に関する宣誓書【様式１】 

  申請書類等の内容を確認し、宣誓書に団体名等を記載し押印してください。 

 

Ⅱ．○法人・団体概要書【様式２－①】 

法人・団体の名称、代表者、所在地、設立年月日、資本金等、従業員数（正社員の

み）、主な業務内容を記載してください。 

○法人・団体確認書【様式２－②】 

（１）法人の場合 

① 定款、寄付行為団体の活動方針を示す書類又はこれらに準ずるものの謄本 

② 納税証明書【（国税・都道府県税・市民税（法人市民税・固定資産税）・消費税】 

③ 財産目録及び貸借対照表（書類提出前２カ年分） 

④ 損益計算書（書類提出前２カ年分） 

⑤ 商業登記簿謄本（書類提出３カ月以内のもの） 

⑥ 今回の申請にかかる担当者名及び連絡先のわかるもの 

（２）団体の場合 

① 定款、寄付行為団体の活動方針を示す書類又はこれらに準ずるものの謄本 

② 代表者の納税証明書【国税・都道府県税・市民税（法人市民税・固定資産税） 

・国民健康保険税・消費税（納税義務者の場合）】 

③ 代表者の住民票（書類提出３カ月以内のもの） 

④ 代表者の本籍地市町村が発行する身分証明書（書類提出３カ月以内のもの） 

⑤ 今回の申請にかかる担当者名及び連絡先のわかるもの。 

（３）グループの場合 

① グループの構成員に関する書類 

前記の（１）．（２）に記載のある関係書類全て 

 

Ⅲ.施設の実績関係書【様式３】 

① 本施設と同様の施設で実績がある場合、現在行っているもののうち主なものに

ついて、契約先の名称、施設の名称、業務内容などについて記載してください。 

② 自ら経営している施設については明示してください。 
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Ⅳ.施設の運営・維持管理計画書及び収支見積書関係書類【様式４】 

（１）施設の管理運営に係る基本方針【様式４－①】 

施設全体の管理運営の基本方針や申請理由について記載してください。 

（２）施設の管理運営に係る管理体制【様式４－②】 

  職員の採用や配置等について記載してください。 

（３）施設の管理運営に係る体制【様式４－③】 

  再委託を予定している業務について記入してください。 

（４）公共施設の管理運営方針、計画【様式４－④】 

施設の管理運営業務についての基本的な考え方、施設及び設備の維持管理方法、

環境対策、利用者からの苦情処理等法について記載してください。 

（５）危機管理に関する計画【様式４－⑤】 

緊急時の体制、対策、防災対策、利用者の事故・災害時等における計画。 

（６）職員の研修計画【様式４－⑥】 

職員の研修計画や人材育成に対する考え方や研修計画を記入してください。 

（７）個人情報保護等に係る基本方針、計画【様式４－⑦】 

団体の取組み状況や今後の情報管理体制を記入してください。 

（８）文書管理に係る基本方針・計画【様式４－⑧】 

文書管理についての具体的な計画等について記入してください。 

（９）自主事業の計画・提案【様式４－⑨】 

自主事業等の提案を記入してください。 

（10）施設の維持管理に係る管理経費【様式４－⑩-１】 

効率的な管理運営・コスト削減の取組みについて記入してください。  

（11）管理運営に係る収支見積書【様式４－⑩-２】 

  管理運営に係る経費について、1年毎に５年間分の収支見積りをしてください。 

（12）常駐者資格証明書類等について【様式５】 

  常駐する職員の資格等について記入してください。 

（13）グループ応募構成書【様式６】 

  グループで応募する場合に提出してください。 

 

Ⅴ.申請及び提出書類に関する注意事項 

● 提出書類は、全て原則Ａ４サイズ縦長、横書きに統一して下さい。 

● 提出書類（Ｐ６の 13の（１）申請書類①～⑦）を順番に綴じてください。 

● 提出部数は 10部（正本１部・副本９部）とします。 

● 提出後の書類訂正については、受付期間内に限り認めます。 

● 提出書類は返却いたしません。（市の責任において廃棄処分します。） 

● 提出書類に虚偽の記載をした場合は、失格とします。 

● 申請後に辞退する場合は、辞退届（様式は自由）を提出してください。 

● 申請に関して必要となる費用は、申請者の負担とします。 
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● 市が提供した資料等は、申請に係る検討以外の目的で使用することを禁じます。 

（また、この検討の目的内であっても、市の承諾を得ることなく、第三者に対

し使用させ、又は内容を提示することを禁じます。） 

● 関係書類等の著作権 

申請者の提出する書類の著作権はそれぞれの申請者に帰属します。ただし、

市が選定結果の公表等で必要であると認める場合には、申請書類等の内容を無

償で使用できるものとします。 

● 市が必要と認めるときは、期間を定めて追加書類を求める場合があります。 

 

14 指定管理者候補者の選定及び指定 

（１）資格審査 

指定申請書の提出後、申請者の参加資格要件を満たしているかどうか所管課にお

いて書類審査を行います。 

（２）選定委員会による審査 

指定管理者の選定を公平かつ適性に行うため、稚内市指定管理者選定委員会にお

いて資格審査確認の後に、提出された書類をもとに提案内容等の審査を行います。

なお、必要に応じて応募団体に対しヒアリングを実施いたします。その場合の日

時・場所は後日連絡いたします。 

（３）選定基準 

① 管理運営計画書の内容が住民の平等な利用が図られるものであるとともに、

サービスの向上が図られるものであること。 

② 事業計画書の内容が浜勇知展望休憩施設の適切な維持管理を図ることができ

るものであるとともに、管理に係る経費の縮減が図られるものであること。 

③ 管理運営計画書に沿った管理を安定して行う物的能力及び人的能力を有して

いるものであること。 

④ 前３号に掲げるもののほか、浜勇知展望休憩施設の設置目的を達成するため

に十分な能力を有しているものであること。 

（４）審査の項目 

前項の基準により、以下の項目について審査を行います。 

①施設管理運営にあたっての基本方針 

   ②施設管理運営業務及び事業活動の実施方針、実施内容 

③危機管理に対しての考え・体制 

④収支計画等財務に関する提案内容 

⑤応募団体の財務能力及び施設経営ノウハウ 

⑥地域活動との関わりや地域に対する貢献 

⑦環境保全、負荷低減の取組み 

⑧その他審査の観点に関連する事項 
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（５）選定結果の通知 

選定結果は、申請書類を提出した申請者に対して速やかに書面にて通知いたしま

す。 

なお、選定結果については、行政不服審査法に基づく異議申立て又は行政事件訴

訟法に基づく訴えの提起をすることができません。 

（６）指定管理者の指定、公表 

選定された団体については、地方自治法の規定に基づき、指定管理者として指定

する議案を稚内市議会に対して提案し、議決後に指定管理者として指定いたします。

指定にあたっては、指定団体に対し文書で通知いたします。 

また、市のホームページ等で公表いたします。 

なお、稚内市議会への提案は令和５年 12月定例会を予定しています。 

（７）指定管理者との協定締結 

選定団体との協議に基づく協定は、以下の項目について、基本協定と毎年度更新

する年度協定に区分して協定を締結します。 

選定団体との協議に基づく協定は、以下の項目について、基本協定と毎年度更新

する年度協定に区分して定めることとし、稚内市との協議が整った場合は、議会議

決の前に仮協定を締結し、議決後に本協定を締結します。 

①指定期間に関する事項 

②事業計画に関する事項 

③事業報告、業務報告、事業評価等に関する事項 

④市が支払う管理費用に関する事項 

⑤指定の取消し及び管理業務の停止に関する事項 

⑥管理業務を行うにあたって保有する個人情報の保護に関する事項 

⑦その他稚内市が必要と認める事項 

（８）その他 

①指定管理者候補者の選定過程における文書の情報公開 

指定管理者候補者の選定過程で作成される文書については、法人の技術ノウハ

ウ情報や意思形成過程の情報等を非公開とするなど、稚内市情報公開条例の規定

に基づき適正に判断します。 

   ②指定管理者候補者選定委員会の会議の非公開 

率直な意見交換が損なわれる恐れがあり、申請者の具体的な技術情報や信用情

報に関わる内容等が取り上げられるため、会議については非公開とします。 

 

15 その他の事項 

（１）自主事業の提案 

指定管理者は、浜湯地展望休憩施設の設置目的に合致し、かつ、運営管理業務の

実施を妨げない範囲において、自らの責任と費用により、浜勇知展望休憩施設を活

用し、独自に企画・計画した自主事業を提案することができます。（事業の実施に

は、市の承認が必要です。） 
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（２）行政財産の目的外使用 

指定管理者がみずからの提案に基づいた飲食・物販・自動販売機の自主事業を行

うに当たっては、稚内市の使用許可を得た上で行政財産の目的外使用許可に係る使

用料の支払いが必要になる場合があります。 

（３）許認可の取得 

法令上に定める資格を有するものが実施すべき業務については、それぞれ必要な

資格を有するものに担当させることとします。 

（４）地位譲渡の禁止 

本業務の権利若しくは義務又は地位を譲渡し、また、権利について質権その他の

担保権を設定することはできません。 

（５）課税に対する留意点 

指定管理者は、本施設の維持管理業務を行うに伴い、法人市民税等の納税義務者

となる場合があります。なお、稚内市が支払う指定管理料は、消費税の課税対象に

なります。詳しくは、税務関係の官公署に確認をしてください。 

（６）その他   

①応募予定者、参加表明者は、選定委員、関係市職員と本件申込みについての接

触（当然に、説明会、公募に関する質問等正当な行為を除く）を禁じます。接触

の事実が認められた場合には、失格となることがあります。 

②指定管理者は、協定書の解釈に疑義が生じた場合、又は協定書に定めのない事

項が生じた場合は、誠意をもって協議するものとします。協議が整わない場合は、

協定書に定める具体的措置に従うものとします。 

③応募者は、この募集要項を熟読し、遵守してください。 

④応募者は選定後、この募集要項等について不知又は不明を理由として、異議を

申し立てることはできません。 

⑤グループを結成して応募する場合は、応募に関する事務をすべて当該グループ

の代表者を通じて行わなければなりません。また、市が当該代表者に対して行っ

た行為は、当該グループすべての構成員に行ったものとみなします。 

⑥ 市又は指定管理者候補者が、自らの責任において協定書等に規定する維持管

理のための準備行為をすることは何ら支障のないことですが、指定議案が市議会

において否決された場合には、双方とも相手方に損害等を請求することはできま

せん。 

⑦ 指定管理者の選定について、市議会の議決を経るまでの間に、指定管理者の

候補者が本要項に定める事項に違反したとき若しくは協議が成立しないとき、市

議会が指定に係る議案を否決したとき、又は指定管理者の指定を取り消したとき

には、指定管理者の候補者の選考において次点候補者となった法人等を、指定管

理者の候補者として協議を行う場合があります。 
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募集等スケジュール（予定） 

① 募集要項等の配布    令和５年 10月 11日（水）から令和５年 11月２日（木） 

② 公募期間        令和５年 10月 11日（水）から令和５年 11月 10日（金） 

③ 説明会の開催      令和５年 10月 26日（木） 

④ 質問等の受付      令和５年 10月 11日（水）から令和５年 11月２日（木） 

⑤ 指定管理者候補者の選定 令和５年 11月中旬 

⑥ 選定結果の通知     令和５年 11月中旬 

⑦ 仮協定の締結      令和５年 11月下旬 

⑧ 指定管理者の指定    令和５年 12月上旬 

⑨ 本協定の締結      令和５年 12月下旬 

 

 

                

  

 

 

申請書類等の提出先及び問い合わせ先 

稚内市建設産業部観光交流課連携推進グループ 

  〒097-8686 北海道稚内市中央 3丁目 13番 15号 

   電話 0162-23-6272  Fax 0162-23-7999 

Mail kankokoryu@city.wakkanai.lg.jp    

mailto:kankokoryu@city.wakkanai.lg.jp

